令和５年度心身障害児に関する先駆的事業助成要領
１　目的
　　心身障害児の福祉の増進を目的として実施する先駆的事業に対して、その事業費の一部　を助成することにより、心身障害児の福祉の向上を図ることを目的とします。
２　対象事業・経費

助成の対象とする事業及び経費は、次のとおりとします。

（１）実施主体　　神奈川県内の団体
（２）対象者　　神奈川県内在住の障害児２名以上
（３）内　　　　容　　基本的に年間を通じて活動する事業が望ましいですが、勉強会（職員向けの研修は対象外）、イベント等での短期の事業も助成の対象とします。
（４）助成対象経費　　外部講師謝礼、消耗品等活動を行う上で必要な経費とします。
　※ 当助成事業に申請された団体は、当財団の他の助成事業への申請はできません。
３　助成額
　　原則として１団体６万円以内（千円未満切捨て）とします。ただし、金額を調整する場合があります。
４　対象期間
　　令和５年４月１日から令和６年３月31日まで
５　申請手続
　　助成を希望される団体は、次により公益財団法人神奈川心身障害児福祉基金財団（以下「財団」という。）の理事長に申請するものとします。
（１）申請方法　　郵送

（２）申請書類　　心身障害児に関する先駆的事業助成申請書（様式５）
事業計画書（様式６）
　　　　　　　　　収支予算書（様式21）
　　　　　　　　　助成金受領に関する依頼書（様式23）
（３）申 請 先　　〒231-8588  横浜市中区日本大通１　神奈川県障害福祉課内
　　　　　　　　公益財団法人神奈川心身障害児福祉基金財団　
　　　　　　　　　※封筒の表面に【先駆的申請書在中】と朱書きしてください。
（４）申請期間　　令和５年５月８日（月）～令和５年６月９日（金）※消印有効
６　助成決定
　　財団は事業の実施主体及び対象事業の内容を審査の上、助成対象を決定します。審査の結果は、申請した全ての団体に通知します。通知の時期は令和５年７月中旬を予定していますが、選考作業の状況により、時期を変更する場合があります。
７　事業の中止

　　助成を受けられた団体は、事業を中止する場合、助成事業中止届（様式25）を提出し、助成金を返金することとします。
８　実績報告
　　助成を受けられた団体は、事業終了後１か月以内に、心身障害児に関する先駆的事業実績報告書（様式７）に事業報告書（様式８）及び収支決算書（様式22）を添えて、財団理事長に提出することとします。報告書等の提出時には、全ての領収書（写し可）を添付してください。領収書のない支出については振込票の控や出金伝票等の添付、内訳の明記等をお願いします。なお、報告書の内容を事務局で確認した結果、助成額を変更する場合があります。
９　情報の提供
　　助成を受けられた団体は事業実施に係る要綱、成果品等に財団の補助事業であることを明記してください。また、財団は、助成した団体の団体名、事業名、事業内容、代表者氏名、連絡先を公表できるものとします。
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